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１． はじめに 

   高齢化の進展により、移動に困難を有する者が増加し

ており、移動手段の確保が問題となっている。対策の 1

つとして、ドアツードアサービスを提供する移送サービ

スがあるが、十分な供給量が確保できていない1)。移送

サービスは現在個別にサービスが提供されているが、乗

合運行を行うことにより運行コストの削減、供給量の確

保が可能になると考えられる。しかし、乗合運行により、

迂回や乗車の際の待ち時間などが発生し、利用を希望し

ないことが考えられる。本研究では、移送サービスの利

用目的地として最も比率の高い医療施設をケーススタデ

ィとして取り上げ、迂回や乗車の際の待ち時間の影響を

把握する。加えて、利用者数の推計を行い、乗合運行の

必要性を考察する。 

なお乗合型移送サービスの利用対象者を個別型移送サ

ービスとほぼ同じと考え、バスの利用が困難な者とした。 

 

２． アンケート調査 

 高槻市内の 2 つの医療施設の通院患者を対象としたア

ンケート調査を行った。この調査概要を表-1に示す。 

 

表-1アンケート調査概要 
 A病院 B病院 

所在地 JR高槻駅近辺 高槻市内の丘陵部 
病院の種類 リハビリテーション病院 総合病院 
配布形式 ヒアリング アンケート 
回収部数 90部 111部 
実施期間 H.18 12/18~12/22 H.18 12/25~12/26 

Shota ITO,Hiroto INOI,Kumiko TANIUCHI,Yasutugu NITTA,Yuichiro MORI 

 

３． 通院患者の特性 

乗合型移送サービスの利用者として、通院患者を想定

し、その特性分析を示す。A 病院では肢体障害の手帳を

有する者が半数以上を占めているが、B 病院では 30%と

なる。介護保険の介護度の認定は、A 病院では要介護、

要支援の認定を受けている者が 40%程度占めるが、B 病

院ではどちらの認定も受けていない患者が約 30%を占め

る。以上のように通院患者の移動能力について、病院ご

とに異なると推測される。 

通院時に利用する交通手段について図-1 に示す。タク

シーや自家用車など個別型交通手段によって通院してい

る患者が多く、これらの患者が乗合型の移送サービスへ

転換することを期待できる。 
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図－1通院時の交通手段 

 

４． 利用意向と利用意向に影響を与える属性 

(1) 身体制約を用いた乗合型移送サービスの位置づけ

の考察 

福祉的な視点から移動を提供しなければならない者を

公共交通の使えないものと考え、この最大値を明らかに

する。身体制約に基づいた利用可能交通手段の判別方法

2)を用いる。この方法では「スロープの上り下り」「歩

行補助器具の有無」「体幹部の操作」「座位の保持」の

4 つの質問から利用可能な交通サービスを判別する。ノ

ンステップバスを利用不可能と判別された者を、福祉的

な視点から移動を提供しなければならない者と考える。

結果、13人/週（＝2.6人/日）となり、個別型の移送サー

ビスでも十分に対応でき、乗合型移送サービスの導入を

検討する必要性は小さいことが分かった。 

(2) 利用意向 

(1)に示したように乗合型移送サービスは、利用者を限

定し、福祉的な視点から供給するのではなく、すべての

人を対象とし、利用意向がある人に対し供給されるもの
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と考える。そこで、利用意向が重要となる。 

利用者宅を巡回し、目的地に向かう点を図にて提示し

た。加えて、運賃の低減などの利点と迂回などの問題点

を提示した。このように乗合移送サービスの特性を回答

者に理解を促したのち、「利用をするか」と質問した。

この回答を利用意向とした。A 病院では 63 人(N=90)、B

病院では 58 人(N=94)の回答者から利用意向が示された。 

A 病院の調査ではほぼ全数調査が行えたため、調査結

果を推計することが利用者数の推計を行うこととなる。

そこで A病院の利用意向については、より詳しい運行時

の条件の「運賃」「迂回の時間」「待ち時間」の条件を

加味した利用意向を集計する。 

提示した乗合型移送サービスの運賃ごとの結果を図-2

に示す。なお、図-2 には、現在利用している交通手段で

支払っている運賃を集計し示した。現在の運賃より高く

ても利用したいという回答者が多いことが分かった。市

営バスの運賃(=210 円)に乗合型移送サービスの運賃を設

定した場合、利用意向は 53 人/週（＝10.6 人/日）となり、

乗合型運行の必要性があると考えられる。 

許容できる迂回時間や待ち時間は最大で 30 分と仮定

し、30 分以上の迂回、通院時の迂回、帰宅時の迂回を許

容できる人の集計を行った。その結果それぞれ 21 人/週、

15 人/週、14 人/週となった。これらの条件を設定した場

合は、1 日当たり 4 人程度の利用意向者となり、個別型

移送サービスでも十分に対応できること分かった。 
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図-2片道運賃の提示に対する利用希望者 

 

(3) 利用意向と回答者の属性の関連性 

  A 病院での乗合型移送サービスの利用意向と年齢(0 歳

~64 歳、65 歳~74 歳、75 歳~の三区分)との独立性を検定

したところ、有意水準 10%で独立性が棄却され、年齢層

によって利用意向の変化があることが分かる。 

利用意向の有無と身体障害の種類との関係について図-

3 に示した。利用意向との独立性の検定を行うと有意水

準 10%で独立性が棄却されず、身体障害の種類による利

用意向の変化は存在しないことが分かる。また要介護・

要支援認定についても有意水準 10%の独立性の検定を行

った結果、同様に利用意向との独立性が棄却されなかっ

た。 
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５． 結論 

 通院患者について、身体制約から福祉的に移動を提供

しなければならない者は、個別型移送サービスで移動を

提供できる程度の人数であった。このことは、個別型移

送サービスは福祉的に特定の層の利用者に利用される交

通サービスとしてではなく、利用意向を有する人に利用

してもらう交通サービスである必要性を示している。 

利用意向を集計すると、個別型移送サービスでは対応

が困難な人数の利用意向が把握できた。これに運行条件

を考え併せると、運賃に対しては比較的寛容であること

がわかった。乗合を行うことによって生じる運行時刻の

長時間化（許容できる迂回時間や待ち時間）については、

利用意向は敏感に反応しており、それぞれ 30 分と設定

した場合は、個別型移送サービスでは対応が困難な人数

の利用意向となってしまい、乗合型移送サービスの計画

においては、運行時刻の長時間化に留意した計画を立案

する必要があることを示せた。 

障害が高い者は乗合型移送サービスの利用意向は高い

と考えられたが、障害によって利用意向の差異がみられ

ないことを示し、年齢層によって、利用意向の回答に差

異がみられることを示した。 
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